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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

　※　申し合わせ事項に留意する。 

 

 質　問　事　項 

 

№　　１　　

民間木造住宅等耐震改修促進事業の進捗状況と今後について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

本市の民間木造住宅等耐震改修は、ここ数年補正を含め「年間約 10 件程度」

というペースになっている。対象となる約 4,000 棟を全て耐震化するまでに

は、単純計算的には約 400 年掛かることとなる。そこで、近い将来に高確率で

発生が予測されている南海トラフ巨大地震のタイムラインには到底間に合わ

ないだろう。そこで、現状の国家施策予算に頼るだけでなく自治体独自の推進

制度が必要ではないか。 

災害発生後に市が負担する社会的・経済的コストを考慮すると、事前投資

として市費を投入することは行政の財政マネジメントの観点からも極めて合

理的と考える。市費を追加投入してでも、耐震改修の推進速度を劇的に引き

上げるべきだが、行政の見解を伺う。 

以下、市費投入の必要性を数値参考も含め尋ねる。 

（１）　近年（令和６年から本年）の事業の進捗度として、耐震診断申請件

数及び耐震改修の種別数値状況について 

耐震診断結果の内訳、各種耐震補強改修に至るまでのスキームと期

間について伺う。 

（２）　申請受付について 

行政の持つ受付のスキームと申請者の事業説明の受け取りがかい離

しているのではないか。年間の改修スピードは、国の予算に合わせら

れ、本市の現状とは大きくかけ離れているようだ。受付制度の見える

化が必要と考えるが、見解を伺う。
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

※　申し合わせ事項に留意する。　　 

 質　問　事　項 

 

№　　２　　

食料品等物価高騰対策支援事業（バニラＶｉｓａギフトカード

配付事務）の進捗について

 
国主導の経済対策に伴う「バニラＶｉｓａギフトカード」の給付についても、

現場では相当な混乱が生じているようだ。 

　本来、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）は「便利にするための手

段」であるべきだが、今回のように「手段（プリペイドカード）」が「目的（市

民の消費）」を追い越してしまい、結果として使い慣れない高齢者を中心に「デ

ジタルデバイド（情報格差）」という形で不公平感を生んでしまっている状況

を確認している。 

　既に配付そして利用が始まっている中で、今からでも市民の納得感（コンセ

ンサス）を再構築し、不満を「安心」に変えるための具体的なアクションが必

要と考える。 

そこで、下記提案を示すが、行政としての考えを尋ねる。 

 

（１）　「使い方が分からない」を解消する即効アクションについて 

「支援コーナー」の設置。行政内、協力量販店、シニアクラブにおけ

る講座等のアクションについて伺う。 

 

（２）　「端数が使いにくい」という不満への対策 

 

（３）　コンセンサス再構築のための「行政の説明責任」 

なぜ、この事務を選択したかを全ての市民に対し、率直にそして丁寧

に伝える努力が必要ではないか。 

 

（４）　今後に向けてのアンケートの実施について 

事業途中にあっても市民の思いを数値化して、対策に生かすべきでは

ないか。
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

※　申し合わせ事項に留意する。 

 質　問　事　項 

 

№　　３　　

高齢者外出支援事業（タクシー・市営バス共通券交付）について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

本年度よりリニューアルした 80 歳以上の高齢者を対象とした「高齢者外出

支援事業」の拡充は、制度の変更点によって利便性が高まった一方、一部で不

公平感を感じさせている。運転免許証の有無という対象者の厳格化により、こ

の共通券の交付対象は、「市内在住の 80 歳以上で、かつ自動車運転免許を所有

していない方」に限定された。行政の視点としては、大義として運転免許証所

持者の移動手段保持における共通券の不必要性、またあまり表立って積極的

に声を出しにくい運転免許証返納推進や、本市財政における改革等が潜んで

いるのではないか。しかし、昨年度まで平等に対応されていた方々からは、理

由の推察はできるものの最低限のコンセンサスなく事務が執行されたことに

対し、不満が噴き出ているようだ。今後もこの事務を続けるのであれば、早期

にコンセンサスを再構築すべきと考える。また、その中で高齢の運転免許証所

持者の思いに寄り添い、行政事務を進めることが肝要だろう。 

この制度は、「移動の権利を守るための福祉」と「交通安全のための運転免

許証返納促進」等の相反するような目的をセットにしているため、どうしても

免許証所持者には厳しく映ってしまう。今後、もし市民の要望として検討の余

地があるとすれば、「運転免許証は持っているが、通院などの特定の理由で運

転が困難な人」への例外規定や、助成額の段階的な調整などが議論されるべき

と考えるが、行政の方向性を伺う。あわせて、この事業では「特典支援」によ

る全対象高齢者世代カバーとして、金銭的助成からは漏れても、協力店舗での

割引などの「特典証」を全員に配ることで、市としては「80 歳以上全員を等

しく敬老・支援している」という形式を取っているが、この特典の効果並びに

成果についても伺う。
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

　※　申し合わせ事項に留意する。 

 質　問　事　項 

 

№　４－１　　

指定ごみ袋の臨時措置について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

令和８年５月 29 日付けの尾張旭市長名による「指定ごみ袋の臨時措置につ

いて（通知）」）の文面を受け、行政の対応に矛盾と安易性、併せて今後のごみ

行政への懸念を感じながら確認する。 

 

（１）　「一部店舗において品薄」について 

世界情勢の不安から「一部店舗において品薄」となっており、必要な

市民に届かない状況がある。しかし、「一部の店舗において品薄」だけで

透明、半透明の特に行政が認定していない無地袋の使用を容認すること

になる。商品が少ないのは一部店舗であり、それ以外の店舗にはごみ袋

があると思料する。が、一部店舗を救済するための臨時措置であるのか。

尾張旭市の指定ごみ袋は、規格基準認定は行われているが、販売におい

ては自由販売であり規定はない。利害に関する内容に行政が加担するこ

とになっていないだろうか。 

 

（２）　供給見込みについて 

製造業者の状況：「例年と同程度の数量が供給される見込み」であるこ

とを確認している。と記載されている。１か月であれ、指定ごみ袋以外

による措置を取ることになれば、指定ごみ袋量は余剰になり、そのしわ

寄せは市内事業者に回される可能性が高い。事業者とのコンセンサスは

十分できているか。 
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

　※　申し合わせ事項に留意する。 

 質　問　事　項 

 

№　４－２　　

指定ごみ袋の臨時措置について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（３）　対応について 

なぜ「流通の是正」ではなく「ルールの緩和」なのか。本来であれば、

在庫が余っている店舗から品薄の店舗へ流通を促すよう働き掛けたり、

市民に対して「供給量は足りているので冷静な購買を」と呼び掛けたり

するのが先決のようにも思える。どのような対応をしたのか。 

 

（４）　この措置がもたらす懸念 

真面目に在庫をそろえた事業者が損をする。頑張って仕入れルートを

確保し、指定袋を並べている店舗の努力が報われなくなり行政に対し不

信感が高まるのではないか。更なる混乱を招くリスクとして「指定ごみ

袋じゃなくていいんだ」となれば、今度は一般の透明袋の買い占めが起

きたり、ごみ収集の現場で「本当にルールに沿った透明袋か」の確認コ

ストが増えたりする二次被害も懸念される。迅速な対応といえば聞こえ

はいいが、根本的な「なぜ一部店舗で不足しているのか」という流通の

目詰まりを解消する努力をスキップし、ルールの緩和という安易な手段

に逃げてしまった印象は否めない。一部の声を拾うあまり、全体の公平

性や市場の信頼を損ねていないか確認する。
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

※　申し合わせ事項に留意する。 

 質　問　事　項 

 

№　５－１　　

三郷駅前地区市街地再開発事業の工期及び費用における社会情

勢不安との関連について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

三郷駅前地区の市街地再開発事業は、長年待ち望まれた地域の拠点づくり

である一方、直面している世界情勢やコスト高騰の波を考えると、市民として、

また事業者として予算の肥大化に強い危機感を抱かれるのは極めて当然のこ

とと受け止める。特に昨今の不安定な中東情勢に伴う原油高は、建材（樹脂・

塗料・資材輸送など）のコストをダイレクトに押し上げる。これに歴史的な人

手不足による人件費高騰、2024 年問題以降の物流費上昇が重なる中、北街区

の同時進行などもあいまって投資規模が約 80 億円程度に膨らんでいる現状

は、市の財政規模を鑑みても、決して看過できる金額ではない。この状況下で

の「これ以上の増資（公金投入）は避けるべき」と私は考えている。その上で、

今後、４年後の竣工に向けてどのような舵取りが必要か、以下の視点から私見

を示し、行政の観点を確認する。 

 

（１）　「北街区同時進行」のシナジーとリスクの厳格な管理 

北街区を同時に進めることで、資材調達の一括化や工事車両・足場の

一体運用など、スケールメリットによるコスト削減（単価の引下げ）が

期待できる反面、一度に動く予算が巨大化するため、管理ミスや遅延が

発生した際のリスクも倍増するだろう。これ以上の増資を防ぐために

は、南街区・北街区それぞれの予算配分と「どこまでが市が持つべき基

盤整備（道路や広場）で、どこからが民間（床の購入者やデベロッパー）

が負うべきコストなのか」の境界線をこれまで以上に厳格に区別する必

要があると考える。
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別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　山　下　幹　雄　　　 

※　申し合わせ事項に留意する。

 質　問　事　項 

 

№　５－２　　

三郷駅前地区市街地再開発事業の工期及び費用における社会情

勢不安との関連について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（２）　「仕様の見直し（バリューエンジニアリング）」の徹底 

４年後の竣工を目指す中、今後も資材や人件費が上がり続けることは

目に見えている。予算の枠を固定（キャップをはめる。）するためには、

建物の意匠や設備、工法において、「機能や安全性を落とさずにコストを

下げる工夫（バリューエンジニアリング）」を徹底的に行うしかないと考

える。 

過度な装飾や複雑な構造を避け、メンテナンスコストが抑えられる合

理的な設計への「引き算」を恐れずに進めることが、更なる増資を食い

止める防波堤になると考えるが、行政としてはどう考えているか。


